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瀬戸内海の再生を目的とする新たな法整備に関する要望

　瀬戸内海は、類い希な多島美を世界に誇るとともに、水産業、海上交通、レクリエーションなどの場として人々の営みを支え、人と海との長い関わりの中で独自の地域文化を形成してきた。

　しかしながら、20世紀後半、瀬戸内海沿岸域は、大規模な工業開発により我が国の経済発展に大きく寄与する一方で深刻な水質汚濁を引き起こした。

　このような中、かけがえのない瀬戸内海の環境を保全するため、昭和46年に瀬戸内海環境保全知事･市長会議を組織し、「瀬戸内海環境保全憲章」を採択するとともに、瀬戸内海環境保全臨時措置法の制定をはじめとする多くの環境保全施策の推進により汚濁の進行を食い止めるべく努力してきたところである。

　瀬戸内海環境保全臨時措置法制定後、30年以上が経過し、汚濁負荷量削減等の取り組みは一定の成果を上げたものの、周知のように瀬戸内海には、貧酸素水塊の発生、底質の悪化、自然海岸や藻場・干潟の減少、漁獲量の減少、海岸等への廃棄物の漂着、海岸の浸食など現行の法制度では対応しきれない多くの課題が山積している。

　瀬戸内海と我々の関係も新たな段階を迎えようとしている。瀬戸内海で培われた健全な自然の営みを大切にし、環境の維持と再生に努めることは我々の責務であり、今こそそのための法整備が必要であると考える。

　このため、本会議では、総力を挙げ「瀬戸内海再生方策（豊かで美しい瀬戸内海をめざして～里海としての再生～）」をとりまとめたところである。また、新たな法整備に向け署名活動を展開し、1,416,618人の方々に署名をいただき、その賛同を得たところである。

　これらのことから、国においては、瀬戸内海を豊かな生物多様性と高い生物生産性が維持された「里海」として再生するため、下記のことについて特段の配慮をされたい。
記

瀬戸内海を「里海」として再生するための法整備を行うこと
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